
【表紙】 　

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 東海財務局長

【提出日】 平成23年11月11日

【四半期会計期間】 第57期第２四半期

(自　平成23年７月１日　至　平成23年９月30日)

【会社名】 東海エレクトロニクス株式会社

(旧会社名　東海物産株式会社)

【英訳名】 TOKAI ELECTRONICS CO.,LTD.

(旧英訳名　TOKAI BUSSAN CO.,LTD.)

(注) 平成23年６月28日開催の第56期定時株主総会の決議

　　 により、平成23年10月１日から会社名を上記のとおり

　　 変更いたしました。

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　大　倉　偉　作

【本店の所在の場所】 名古屋市中区栄三丁目34番14号

【電話番号】 (052)261-3211(代表)

【事務連絡者氏名】 専務取締役管理本部長　　笹　川　剛

【最寄りの連絡場所】 名古屋市中区栄三丁目34番14号

【電話番号】 (052)261-3211(代表)

【事務連絡者氏名】 専務取締役管理本部長　　笹　川　剛

【縦覧に供する場所】 東海エレクトロニクス株式会社東京支店

　 　（東京都世田谷区等々力七丁目２番９号）

　 株式会社名古屋証券取引所

　 　（名古屋市中区栄三丁目８番20号）

　

EDINET提出書類

東海エレクトロニクス株式会社(E02684)

四半期報告書

 1/23



第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次

第56期

第２四半期

連結累計期間

第57期

第２四半期

連結累計期間

第56期

会計期間
自　平成22年４月１日

至　平成22年９月30日

自　平成23年４月１日

至　平成23年９月30日

自　平成22年４月１日

至　平成23年３月31日

売上高 （千円） 17,590,526 17,412,556 36,487,477

経常利益 （千円） 443,879 339,566 894,767

四半期（当期）純利益 （千円） 270,839 179,060 463,358

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 116,988 42,585 340,644

純資産額 （千円） 9,463,396 9,575,403 9,611,445

総資産額 （千円） 17,906,706 17,500,622 17,905,815

１株当たり四半期（当期）純
利益金額

（円） 25.32 16.72 43.32

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） 25.14 16.58 42.97

自己資本比率 （％） 52.7 54.6 53.5

営業活動によるキャッシュ・
フロー

（千円） △445,206 19,176 △875,639

投資活動によるキャッシュ・
フロー

（千円） 241,868 43,546 219,034

財務活動によるキャッシュ・
フロー

（千円） △75,024 △85,563 △150,573

現金及び現金同等物の四半期
（期末）残高

（千円） 1,570,431 975,705 1,040,936

　

回次
第56期
第２四半期
連結会計期間

第57期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成22年７月１日

至  平成22年９月30日

自  平成23年７月１日

至  平成23年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 16.81 13.57

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移について

は記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．第56期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計

基準」(企業会計基準第25号　平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。

　

　

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する

事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報

告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。

　
２ 【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　
３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したもの

であります。

(1)　業績の状況

当社グループの当第２四半期連結累計期間では、震災後におけるサプライチェーンの立て直しが進み

自動車生産の正常化が進んでいるものの、東日本大震災に伴う部品調達問題によるお客様の生産減少が

影響し、売上高は前年同四半期比１億７千７百万円減少して174億１千２百万円となりましたが、継続的

に収益率の見直しを図り、売上総利益は前年同四半期比９百万円増加し、20億６千８百万円となりまし

た。

営業利益は、売上総利益で９百万円増加しましたが、人件費等の増加により販売費及び一般管理費が

前年同四半期比９千万円増加し、前年同四半期比８千１百万円減少の３億５千９百万円となりました。

経常利益は、営業利益で８千１百万円減少したことに加え、前年同四半期と比較して円高の影響によ

り為替差損が２千２百万円増加し、前年同四半期比１億４百万円減少の３億３千９百万円となりまし

た。

税金等調整前四半期純利益につきましては、経常利益で１億４百万円減少したことに加え、前年同四

半期において特別利益として固定資産売却益の計上があり、特別損益が前年同四半期比３千２百万円減

少したことから、前年同四半期比１億３千６百万円減少の３億４千８百万円となりました。

四半期純利益は、税金等調整前四半期純利益が１億３千６百万円減少したことに伴い、法人税、住民税

及び事業税等の税金費用が前年同四半期比４千４百万円減少したことにより、前年同四半期比９千１百

万円減少の１億７千９百万円となりました。

　
セグメント別の業績を示すと、次のとおりであります。

　
○デバイス・ソリューション関東・甲信越カンパニー

エコ意識への高まりによる自転車関連の販売や省エネ家電関連の販売は堅調に推移しましたが、東日本

大震災の影響により情報通信分野及び自動車分野での生産が落ち込んだことから、売上高は29億７千万円

となり前年同四半期比12.7％減少となりました。

　
○デバイス・ソリューション中部・関西カンパニー

東日本大震災の影響により自動車分野を中心に大幅な生産調整が行われましたが、ＦＡ・工作機械分野

では中国を中心に新興国向け設備投資が堅調に推移し、また、前年下期における半導体分野での新規商流

の取り込みが寄与した結果、売上高は97億８千７百万円となり前年同四半期比9.5％増加となりました。
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○オーバーシーズ・ソリューションカンパニー
北米における自動車分野において半導体分野での新規商流が前年下期より開始されましたが、東日本大
震災の影響により、東南アジア圏を中心に情報通信分野での生産が落ち込むとともに、日本向けのゲーム
機分野が低調に推移したことにより、売上高は36億４千万円となり前年同四半期比12.0％減少となりまし
た。
　
○システム・ソリューションカンパニー
航空産業における設備更新受注が好調に推移したものの、建築関連投資の縮小に加え、東日本大震災の
影響によりアミューズメント分野での生産が減少し、売上高は10億１千３百万円となり前年同四半期比
8.7％減少となりました。
　

(2)　財政状態の分析

(資産)
当第２四半期連結会計期間末における資産合計は175億円となり、前連結会計年度末に比べ４億５百万
円の減少となりました。主な要因は、売上債権が１億８千万円減少したことに加え、投資有価証券が売却
及び時価評価により１億１千２百万円減少したことなどによるものであります。

　
(負債)
当第２四半期連結会計期間末における負債合計は79億２千５百万円となり、前連結会計年度末に比べ
３億６千９百万円の減少となりました。主な要因は、仕入債務が１億３千５百万円、未払法人税等が２億
３千９百万円減少したことなどによるものであります。

　
(純資産)
当第２四半期連結会計期間末における純資産合計は95億７千５百万円となり、前連結会計年度末に比
べ３千６百万円の減少となりました。これは四半期純利益で１億７千９百万円の計上があったものの、減
少要因として配当金の支払８千５百万円及び為替換算調整勘定の減少９千５百万円などによるものであ
ります。

　
(3)　キャッシュ・フローの状況の分析
当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比べ６千５
百万円減少し、９億７千５百万円となりました。
各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。
　
（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは１千９百万円の収入となり、前年同四半期と比較して４億
６千４百万円増加しました。
この主な要因は、税金等調整前四半期純利益が３億４千８百万円となり、前年同四半期と比較して
１億３千６百万円減少したこと、仕入債務の増減額が前年同四半期と比較して６億３千１百万円減
少したこと、法人税等の支払額が前年同四半期と比較して２億８千１百万円減少したことなどの減
少要因がありましたが、増加要因として、売上債権の増減額が前年同四半期と比較して12億９千４百
万円増加したこと、たな卸資産の増減額が前年同四半期と比較して２億７千９百万円増加したこと
などによります。
　
（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは４千３百万円の収入となり、前年同四半期と比較して１億
９千８百万円の収入減少となりました。
この主な要因は、投資有価証券の売却による収入が前年同四半期と比較して６千４百万円収入増
加となりましたが、有形固定資産の売却による収入が前年同四半期と比較して２億７千５百万円収
入減少したことなどによります。
　
（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは８千５百万円の支出となり、前年同四半期と比較して１千
万円の支出増加となりました。
これは配当金の支払額が前年同四半期と比較して１千万円支出増加したことなどによります。
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(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変

更及び新たに生じた課題はありません。

　
(5)　研究開発活動

該当事項はありません。

　
(6)　経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響により厳しい状況にあり　まし

たが、サプライチェーンの立て直しによる自動車生産の正常化や各種の政策効果などを背景に、景気の持

ち直しが続くことが期待される一方で、円高の長期化、電力供給の制約、欧州の金融危機による海外景気

の下振れ懸念など、景気の先行きについては依然として不透明な状況となっております。

このような経済環境のもと、当社グループは、経営陣の若返りを図るとともに、新たな中期経営計画

(Business Revolution 2013 : BR13)をスタートいたしました。BR13では、お客様の課題・ニーズを共有

し、電子材料・電子部品からソフトウェア、設備までワンストップでご提案するOne Stop Solution機能

の強化、また、中華圏・東南アジアを中心に情報・品質管理・物流のネットワークを活かした海外事業の

拡大を目指してまいります。さらに、経営ビジョンである”Quality First for Customer!”の精神に沿

い、マーケティング・営業・設計・開発等それぞれの分野でボーダーレス社会に対応可能なスペシャリ

ティをもった人財の育成により、営業・技術人財力の強化を図り、益々グローバル化が進む事業環境の中

で積極的な営業活動を展開してまいります。

当社グループを取り巻く事業分野では、ますます進化し続ける情報通信分野、安全性や快適性に加え環

境性能が求められる自動車分野、それらを支えるＦＡ分野等、当社が提供する電子デバイスやシステムに

関する市場分野は日本・中国さらに東南アジア諸国において、今後も将来展望は明るいものと予測して

おります。特に中華圏での営業基盤拡大の機会は増大するものと考えております。

また、マーケティング部の強化を図り、医療、エネルギーの新分野に対しても積極的に市場開拓を推進

してまいります。

デバイス・ソリューションの各カンパニーおよびオーバーシーズ・ソリューションカンパニーでは、

日本、中国、アジア、アメリカを結ぶグローバルな情報ネットワークを活用すると同時に、品質管理専任者

による品質管理体制のもと、品質第一で競争力のある最新の商品やメーカーを開拓しお客様に提案、提供

してまいります。なお、当カンパニーにおきましては、東海精工(香港)有限公司、東海精工咨詢(深?)有限

公司、PT.TOKAI PRECISION INDONESIA、TOKAI PRECISION PHILIPPINES,INC.のそれぞれにおいて、品質マ

ネジメントの国際規格である「ISO9001」を認証取得しております。

システム・ソリューションカンパニーでは、技術者を増員育成し、システムインテグレーション、マイ

コン開発、基板アセンブリー等、開発設計・施工・メンテナンスまでのワンストップ・ソリューションを

実現するサポート体制を更に高め、お客様満足度の向上を目指してまいります。また、当カンパニーにお

きましても品質マネジメントの国際規格である「ISO9001」を、東海テクノセンター株式会社のＩＳ部門

（平成14年９月）ならびに東海オートマチックス株式会社（平成17年２月）が認証取得しており、この

運営を通じてより高品質なシステムを提供してまいります。

また、技術本部は、連結子会社の東海テクノセンター株式会社の開発部門と連携を深め、営業部門への

技術支援体制の強化、ソフト開発の推進ならびに技術者の育成に努めてまいります。

地球環境保全は当社におきましても重要な経営課題の一つです。平成16年３月、環境マネジメントシス

テム「ISO14001」を国内の全拠点および連結子会社２社で認証取得し平成23年３月の審査も終了いたし

ました。また、海外でもPT.TOKAI PRECISION INDONESIA(平成21年１月)、TOKAI PRECISION PHILIPPINES,

INC.(平成22年１月)、東海精工(香港)有限公司(平成22年11月)、東海精工咨詢(深?)有限公司(平成22年

11月)が、それぞれ「ISO14001」を認証取得しております。

今後とも継続的に環境マネジメントシステムの維持・改善に努め、お客様のグリーン調達にも貢献で

きる企業活動を推進してまいります。

また、当社は、当社グループが従事する「エレクトロニクス」市場へのコミットメントを明確にし、エ

レクトロニクス技術商社としての付加価値を追求していくため、平成23年10月１日付で東海物産株式会

社から東海エレクトロニクス株式会社へ社名変更いたしました。
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(7)　経営者の問題認識と今後の方針について

円高の長期化、電力供給の制約、原子力災害の影響に加え、海外景気の下振れ懸念など景気の先行きは

依然として不透明な状況となっておりますが、当社グループの経営陣は、若返りを図るとともに、新たな

中期経営計画(Business Revolution 2013 : BR13)をスタートし、「お客様と共に歩むエレクトロニクス

の技術商社」として、お客様の課題・ニーズを最適な形で解決する提案営業を推進するため、下記の６点

を重要課題として取り組んでいます。

　
①構造改革
国内外企業との競争が厳しさを増す中で、経営主導で採算性の向上を図るため、営業の選択と集中を行
うとともに、営業・業務プロセスの改革を通じて、より一層の体質強化に努めてまいります。
　

②海外事業拡大と体制整備
海外事業を拡大するため、中華圏・東南アジアを中心に、営業拠点網拡充を進めてまいります。また、グ
ループ内での情報共有等による高度な情報ネットワークの構築、品質管理部門による製品・工場監査実施
及びその代行・請負体制の強化、各拠点でのISO取得推進による品質ネットワークの構築、グループ拠点網
を駆使した総合物流サービス・ネットワークの構築等により海外営業基盤拡大のための体制を整備して
まいります。
　

③新市場の開拓
従来の自動車、情報通信、工作機械分野に加え、既存の市場だけに頼るのではなく、マーケティング部等
を通じて、環境、エネルギーや医療などの新市場の開拓に積極的に取り組んでまいります。
　

④付加価値、品質及び技術力の向上
経済のグローバル化が加速する状況下では、国内外において他社との競争がますます厳しくなるものと
予測しており、お客様に提案する商品については、これまで以上に利用価値・付加価値の高いものの提供
が不可欠であると認識しております。
従来以上に国内外市場からの、より良い品質、より安い価格、より高機能な商品の提案を進めるため、デ
ザイン・イン活動の一層の強化、品質管理部門による優良仕入先の発掘等に努めるとともに、ソフトウェ
ア開発等の技術力をベースにした利用価値・付加価値を高めた商品を開発し提案してまいります。
　

⑤人財育成
マーケティング・営業・設計・開発等それぞれの分野でのスペシャリティを持った人財を育成し、ま
た、ボーダーレス社会への対応力強化のため、英語・中国語の語学研修も含めた各種の研修制度を充実さ
せていきます。これらにより、社員のスキルアップ・プロ集団化を実現し、国内外で連携しつつ、お客様の
お役に立てる人財育成と組織活性化を推進してまいります。
　

⑥コーポレート・ガバナンスの徹底と内部統制システムの確実な運用
これまでに構築した内部統制体制を更に安定的かつ効果的なものにするとともに、コーポレート・ガバ
ナンスの面でも引き続き社会から信頼される企業を目指して研修や社内教育等を充実してまいります。

　
また、当社グループは「基本徹底(Enforce Fundamentals)」と「Quality First for Customer!」の経
営ビジョンに沿い、全社員が社業発展に向けた改善への努力により業績拡大に努めてまいります。また、管
理体制面ではコンプライアンスを徹底し、内部統制機能の強化と経営体質の改善に努めてまいります。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①　【株式の総数】

　
種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 31,214,000

計 31,214,000

　
②　【発行済株式】

　

種類

第２四半期会計期間末

現在発行数(株)

(平成23年９月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成23年11月11日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 11,801,316 11,801,316
名古屋証券取引所
（市場第二部）

単元株式数1,000株

計 11,801,316 11,801,316－ －
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(2) 【新株予約権等の状況】

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

決議年月日 平成23年６月28日

新株予約権の数(個) 28

新株予約権のうち自己新株予約権の数(個) －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数(株) 28,000

新株予約権の行使時の払込金額(円) 28,000

新株予約権の行使期間
自　平成23年７月21日
至　平成65年７月10日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額(円)

－

新株予約権の行使の条件

①上記期間内において、取締役については当社取締役の
地位を喪失した日の翌日、又、執行役員については当社
の執行役員の地位を喪失した日、又は従業員退職日の
いずれか遅い日の翌日から10日を経過する日までの期
間に限り、新株予約権を行使できるものとする。ただ
し、新株予約権者は、平成64年７月10日までに権利行使
開始日を迎えなかった場合は、平成64年７月11日から
平成65年７月10日までに新株予約権を行使できるもの
とする。

②新株予約権者が死亡した場合、相続人は新株予約権者
が死亡した日の翌日から10ヶ月を経過する日までの期
間に限り、新株予約権を行使することができる。

③上記以外の新株予約権の行使条件については、当社取
締役会決議に基づき当社と対象取締役、又は対象執行
役員との間で締結する「新株予約権割当契約書」に定
めるところによるものとする。

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その他の処分については、当社
取締役会の承認を要するものとする。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)

（注）当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

　　　（以上を総称して以下「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生時点に

　　　おいて残存する新株予約権（以下「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場合

　　　につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」という。)

　　　の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予約権

　　　は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに交付するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編対

　　　象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式

　　　交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。

　　　　(1)交付する再編対象会社の新株予約権の数

　　　　　 新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付する。

　　　　(2)新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の種類

　　　　　 再編対象会社の普通株式とする。

　　　　(3)新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数

　　　　　 組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。

　　　　(4)新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

　　　　　 交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、当該各新株予約権の行使により

           交付される再編対象会社の株式1株当たりの再編後払込金額を1円とし、これに上記(3)に従って

           決定される当該各新株予約権の目的となる再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。
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　　　　(5)新株予約権を行使することができる期間

　　　　　 新株予約権に行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い

　　　　　 日から、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。

        (6)新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

　　　　　 ①新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17

　　　　　　 条第１項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端

　　　　　　 数が生じたときは、その端数を切り上げるものとする。

　　　　　 ②新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の

　　　　　　 資本金等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた金額とする。

　　　　(7)譲渡による新株予約権の取得の制限

　　　　　 譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の承認を要する。

　　　　(8)新株予約権の取得条項

　　　　　 新株予約権者が新株予約権を行使できなくなった場合、当社は新株予約権を無償にて取得し消却す

　　　　　 ることができるものとする。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年９月30日 ― 11,801,316 ― 3,075,396 ― 2,511,009

　

(6) 【大株主の状況】

平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ＯＫＵＲＡ株式会社 名古屋市千種区今池南17番4号 1,415 11.99

江口健三 名古屋市瑞穂区 1,010 8.56

牧　三枝 東京都世田谷区 840 7.12

江口由江 横浜市青葉区 725 6.14

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 525 4.45

江口志津 名古屋市瑞穂区 431 3.65

株式会社メルコホールディングス 名古屋市中区大須３丁目30番20号 308 2.61

株式会社三井住友銀行 東京都千代田区丸の内１丁目１番２号 200 1.69

日本興亜損害保険株式会社 東京都千代田区霞が関３丁目７－３ 200 1.69

東海物産従業員持株会 名古屋市中区栄３丁目34－14 197 1.67

計 ― 5,854 49.61

（注)１．上記のほか、当社所有の自己株式が1,076千株(9.12％)あります。

２．東海物産従業員持株会は、東海物産株式会社が平成23年10月１日に東海エレクトロニクス株式会社へ

         社名変更したことに伴い、東海エレクトロニクス従業員持株会に名称変更しております。
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(7) 【議決権の状況】

①　【発行済株式】

平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 1,076,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,662,000 10,662 －

単元未満株式 普通株式 63,316 － －

発行済株式総数 　 11,801,316 － －

総株主の議決権 － 10,662 －

(注)　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が 2,000株含まれております。ま

た、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数２個が含まれております。

②　【自己株式等】

平成23年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式） 名古屋市中区栄 　 　 　 　

東海物産株式会社 三丁目34番14号 1,076,000 － 1,076,000 9.12

計 － 1,076,000 － 1,076,000 9.12

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19

年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成23年７月１

日から平成23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日ま

で）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けており

ます。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,040,936 975,705

受取手形及び売掛金 9,588,375 9,407,549

たな卸資産 ※1
 2,639,714

※1
 2,645,856

その他 233,196 212,143

貸倒引当金 △680 △577

流動資産合計 13,501,543 13,240,678

固定資産

有形固定資産

土地 2,039,729 2,039,729

その他（純額） 1,231,019 1,216,938

有形固定資産合計 3,270,749 3,256,668

無形固定資産 62,007 87,291

投資その他の資産

投資有価証券 549,904 437,336

その他 521,617 478,653

貸倒引当金 △7 △5

投資その他の資産合計 1,071,514 915,984

固定資産合計 4,404,272 4,259,943

資産合計 17,905,815 17,500,622

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 6,950,431 6,814,652

未払法人税等 418,993 179,336

賞与引当金 160,574 173,251

役員賞与引当金 72,912 28,000

その他 238,559 295,790

流動負債合計 7,841,471 7,491,031

固定負債

退職給付引当金 355,839 362,716

その他 97,060 71,471

固定負債合計 452,899 434,187

負債合計 8,294,370 7,925,219
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,075,396 3,075,396

資本剰余金 2,511,477 2,511,009

利益剰余金 5,591,178 5,683,353

自己株式 △435,918 △423,858

株主資本合計 10,742,132 10,845,900

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 117,974 76,881

土地再評価差額金 △802,869 △802,869

為替換算調整勘定 △476,727 △572,109

その他の包括利益累計額合計 △1,161,622 △1,298,097

新株予約権 30,934 27,600

純資産合計 9,611,445 9,575,403

負債純資産合計 17,905,815 17,500,622
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

売上高 17,590,526 17,412,556

売上原価 15,532,189 15,344,417

売上総利益 2,058,336 2,068,138

販売費及び一般管理費 ※
 1,617,737

※
 1,708,623

営業利益 440,598 359,515

営業外収益

受取利息 1,095 587

受取配当金 5,959 7,741

仕入割引 8,120 8,761

その他 3,580 4,195

営業外収益合計 18,756 21,286

営業外費用

支払利息 － 1,411

売上債権売却損 － 1,150

為替差損 15,472 38,051

その他 3 621

営業外費用合計 15,476 41,235

経常利益 443,879 339,566

特別利益

固定資産売却益 40,898 603

投資有価証券売却益 － 12,831

特別利益合計 40,898 13,435

特別損失

固定資産除却損 － 4,553

特別損失合計 － 4,553

税金等調整前四半期純利益 484,777 348,448

法人税、住民税及び事業税 274,303 157,040

法人税等調整額 △60,365 12,346

法人税等合計 213,938 169,387

少数株主損益調整前四半期純利益 270,839 179,060

四半期純利益 270,839 179,060
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 270,839 179,060

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △29,240 △41,093

為替換算調整勘定 △124,610 △95,382

その他の包括利益合計 △153,850 △136,475

四半期包括利益 116,988 42,585

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 116,988 42,585

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 484,777 348,448

減価償却費 89,740 67,417

受取利息及び受取配当金 △15,176 △17,090

支払利息 － 1,411

売上債権の増減額（△は増加） △1,215,096 79,847

たな卸資産の増減額（△は増加） △322,709 △43,110

仕入債務の増減額（△は減少） 578,045 △53,757

その他 36,962 9,807

小計 △363,456 392,973

利息及び配当金の受取額 15,176 17,090

利息の支払額 － △1,411

法人税等の支払額 △107,760 △389,476

法人税等の還付額 10,834 －

営業活動によるキャッシュ・フロー △445,206 19,176

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △15,558 △29,628

有形固定資産の売却による収入 276,351 913

無形固定資産の取得による支出 △2,700 △18,051

投資有価証券の取得による支出 △3,282 △3,853

投資有価証券の売却による収入 － 64,692

その他 △12,941 29,474

投資活動によるキャッシュ・フロー 241,868 43,546

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △274 △141

ストックオプションの行使による収入 － 31

配当金の支払額 △74,749 △85,453

財務活動によるキャッシュ・フロー △75,024 △85,563

現金及び現金同等物に係る換算差額 △81,602 △42,391

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △359,965 △65,231

現金及び現金同等物の期首残高 1,930,396 1,040,936

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 1,570,431

※
 975,705
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【追加情報】

　

当第２四半期連結累計期間

(自　平成23年４月１日　至　平成23年９月30日)

　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤
謬の訂正に関する会計基準」(企業会計基準第24号　平成21年12月４日)及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関す
る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日)を適用しております。
 

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１　たな卸資産の内訳は次のとおりであります。

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

商品 2,638,884千円 2,644,706千円

仕掛品 830千円 1,150千円

　

２　手形割引高

　
前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

受取手形割引高 500,182千円 550,106千円

　

(四半期連結損益計算書関係)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年９月30日)

給与・賞与 544,140千円 584,130千円

賞与引当金繰入額 155,916千円 164,314千円

退職給付費用 68,484千円 76,133千円

荷造運搬費 149,321千円 155,751千円

減価償却費 85,311千円 63,609千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は次

のとおりであります。

　

　
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年９月30日)

現金及び預金 1,570,431千円 975,705千円

現金及び現金同等物 1,570,431千円 975,705千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年6月25日
定時株主総会

普通株式 74,877 7 平成22年３月31日 平成22年６月28日 利益剰余金

　

２  基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年10月28日
取締役会

普通株式 74,871 7 平成22年９月30日 平成22年11月30日 利益剰余金

　

　

当第２四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日）

１  配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年6月28日
定時株主総会

普通株式 85,551 8 平成23年３月31日 平成23年６月29日 利益剰余金

　

２  基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期

間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年10月28日
取締役会

普通株式 85,795 8 平成23年９月30日 平成23年11月30日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日）

　

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　

報告セグメント

デバイス・

ソリューション

関東・甲信越

カンパニー

デバイス・

ソリューション

中部・関西

カンパニー

オーバーシーズ・

ソリューション

カンパニー

システム・

ソリューション

カンパニー

計

売上高 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 3,401,1278,941,9474,136,3871,111,06217,590,526

セグメント間の内部

売上高又は振替高
891,720 87,281 376,657 13,263 1,368,923

計 4,292,8489,029,2294,513,0441,124,32618,959,449

セグメント利益 221,043 476,093 87,935 37,907 822,980

　
２　報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利    益 金    額

報告セグメント計 822,980

セグメント間取引消去 15,071

全社費用(注) △397,452

四半期連結損益計算書の営業利益 440,598

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

３　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日）

　

１　報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

　

報告セグメント

デバイス・

ソリューション

関東・甲信越

カンパニー

デバイス・

ソリューション

中部・関西

カンパニー

オーバーシーズ・

ソリューション

カンパニー

システム・

ソリューション

カンパニー

計

売上高 　 　 　 　 　

外部顧客への売上高 2,970,7369,787,2073,640,6481,013,96317,412,556

セグメント間の内部

売上高又は振替高
560,943 202,746 235,696 29,435 1,028,822

計 3,531,6809,989,9543,876,3441,043,39918,441,378

セグメント利益 149,971 450,011 46,496 42,043 688,523

　
２　報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：千円）

利    益 金    額

報告セグメント計 688,523

セグメント間取引消去 19,345

全社費用(注) △348,353

四半期連結損益計算書の営業利益 359,515

(注) 全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

　

３　報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算

定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
  至  平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
  至  平成23年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 25円32銭 16円72銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益金額(千円) 270,839 179,060

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 270,839 179,060

普通株式の期中平均株式数(株) 10,696,375 10,708,550

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 25円14銭 16円58銭

(算定上の基礎) 　 　

四半期純利益調整額(千円) － －

普通株式増加数(株) 78,232 90,739

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在
株式で、前連結会計年度末から重要な変動があった
ものの概要

－ －

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

第57期(平成23年４月１日から平成24年３月31日まで)中間配当については、平成23年10月28日開催の
取締役会において、平成23年９月30日最終の株主名簿に記載または記録された株主または登録株式質権
者に対し、次のとおり中間配当を行なうことを決議いたしました。

(1)中間配当による配当金の総額 85,795,888円

(2)１株当たりの金額 8円00銭

(3)支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成23年11月30日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　
平成23年11月７日

東海エレクトロニクス株式会社

取締役会  御中

　

　

有限責任監査法人  トーマツ　

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    松    井    夏    樹    ㊞

　
指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    林          伸    文    ㊞

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東海
エレクトロニクス株式会社（旧会社名　東海物産株式会社）の平成23年４月１日から平成24年３月31日まで
の連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平成23年９月30日まで）及び第２四半期
連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期
連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書
及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東海エレクトロニクス株式会社（旧会社名　東
海物産株式会社）及び連結子会社の平成23年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半
期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ
ての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
　

EDINET提出書類

東海エレクトロニクス株式会社(E02684)

四半期報告書

23/23


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２事業の内容

	第２事業の状況
	１事業等のリスク
	２経営上の重要な契約等
	３財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

	第３提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1)株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2)新株予約権等の状況
	(3)行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等
	(4)ライツプランの内容
	(5)発行済株式総数、資本金等の推移
	(6)大株主の状況
	(7)議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等


	２役員の状況

	第４経理の状況
	１四半期連結財務諸表
	(1)四半期連結貸借対照表
	(2)四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書
	四半期連結損益計算書
	第２四半期連結累計期間
	四半期連結包括利益計算書
	第２四半期連結累計期間

	(3)四半期連結キャッシュ・フロー計算書
	追加情報
	注記事項
	セグメント情報


	２その他


	第二部提出会社の保証会社等の情報
	監査報告書

